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（第１号） 

          公募型プロポ－ザル方式に係る手続開始の公示 

   

  次のとおり技術提案書の提出を招請します。 

 令和６年１１月８日 

      群馬県  契約担当者 群馬県知事 山本 一太 

 

１ 業務概要 

 （１）業務名  令和６年度 特定都市河川浸水被害対策推進事業 

休泊川流域水害対策外検討業務 

 

 （２）業務内容 本業務は、特定都市河川・特定都市河川流域に指定した一級河川休

泊川等において、流域水害対策検討、効果検証及び費用便益等の算

定を行うことを目的とする。 

 

  （３）履行期限 令和７年３月３１日 

 

 

２ 参加資格 

参加表明書及び技術提案書の提出者は、次に掲げる条件を満たしていること。証明

を要する資料については、参加表明書及び技術提案書とともに提出すること。 

  （１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に

該当しない者であること。 

 （２）群馬県建設工事請負業者等指名停止措置要綱に基づく指名停止期間中のもので

ないこと。 

 （３）群馬県財務規則第１７０条第２項に規定する入札の参加制限を受けていない者

であること。 

なお、（２）及び本項において営業の譲渡を受けた者は、営業を譲渡した者

が入札参加制限又は指名停止措置等を受けているときは、それらの措置を引

き継ぐ。 

  （４）群馬県の建設工事に係る調査・測量・コンサルタント等入札参加資格者名簿に

おいて、「河川・砂防および海岸・海洋」部門に登載されていること。 

 （５）当該部門に建設コンサルタント登録されている企業であり、平成２５年度以降

の同種又は類似業務の実績があること。 

 （６）業務の分担が以下の事項に該当しないこと。 

・再委託の内容が主たる部分の場合 

・業務の分担構成が不明確又は不自然な場合 

・設計共同体による場合に業務の分担構成が細分化されすぎている場合。一部

の分担業務を複数の構成員が実施することとしている場合 

 （７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てを行

っている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開

始（以下「手続開始」という。）の申立てを行っている者にあっては、手続き
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開始の決定後に資格者名簿に登載された者であること。 

 （８）予定管理技術者が当該部門の技術者資格（技術士又はＲＣＣＭ）を有し、平成

２６年度以降の同種又は類似業務の実績があること。 

（９）予定管理技術者について、全ての手持ち業務の契約金額が４億円以上又は手持

ち業務の件数が１０件以上でないこと。 

 （１０）この参加表明書及び技術提案書を提出しようとする者の間に資本関係又は人

的関係がないこと。 

 

３ 技術提案書を特定するための評価基準 

  （１）参加表明者（企業）の経験及び能力 

参加表明者（企業）の同種又は類似業務の実績、河川分野又は河川分野以外

の業務の表彰経験 

  （２）技術職員の経験及び能力 

配置予定の管理技術者の資格、同種又は類似業務の実績、河川分野又は河川

分野以外の業務の表彰経験 

 （３）業務実施方針及び手法 

特定テーマ提案の的確性・妥当性 

 

４ 手続等 

（１）担当部局 

〒３７１－８５７０ 群馬県前橋市大手町一丁目１番１号 

   群馬県県土整備部河川課工事事務係、流域治水係 

   電話 ０２７－２２６－３６１１（工事事務係）、３４０７（流域治水係） 

   ファクシミリ ０２７－２２４－１３６８ 

電子メールアドレス kasenka@pref.gunma.lg.jp 

 （２）説明書等の交付期間、場所、方法 

交付期間：令和６年１１月８日（金）から令和６年１２月６日（金）までの

毎日（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）、９時から１２時まで

及び１３時から１６時まで 

交付場所：（１）に同じ。 

（説明書及び様式については、群馬県ホームページ及び群馬県入

札情報公開システムからダウンロードできます。） 

交付方法：説明書は、無料配布とする。 

  （３）参加表明書及び技術提案書の提出期限並びに提出場所及び方法 

本業務は参加表明書と技術提案書を同時に提出するものである。 

提出期限：令和６年１２月６日（金）１６時 

提出場所：（１）に同じ。 

提出方法：持参又は郵送（書留郵便・期日必着に限る。）。 

 （４）ヒアリング 

以下のとおりヒアリングを予定する。ヒアリングでは参加表明書及び技術提

案書に記載された事項について質疑応答を行う。 

実施場所：群馬県庁本庁舎（14 階 141 会議室（予定）） 
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実施期間：令和６年１２月１１日（水） 

開催時間：別途通知する。 

出席者 ：管理技術者 

  

５ その他 

 （１）契約保証金 納付すること。ただし、群馬県財務規則に定めるところにより、

利付き国債の提供、金融機関の保証又は保証事業会社の保証をもって、契約

保証金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保証証券による保

証に付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金の納付

を免除する。 

 （２）契約書作成の要否 要。 

 （３）当該業務に直接関連する他の設計業務の委託契約を当該業務の委託契約の相手

方との随意契約により締結する予定の有無 無。 

 （４）詳細は説明書による。 


